
⑴ 問題意識

➢ 「世界の記憶」については、これまで、国内への広報発信や、信託基金(JFIT)を通じた世界における記録物の保護
等に努めてきたところ。

➢ 他方、国内の現状を見ると、登録申請は、アジア太平洋地域登録を中心に低調であり、登録基準を満たす申請物
も多くはない状況。

➢ また、公募開始から国内審査、ユネスコへの申請までの期間が約半年と短期間であることで、申請案件の「世界的」
重要性や完全性等に関する説明・ストーリーの構成が十分でないまま申請に至らざるを得ない、との指摘もあり。

➢ こうした状況を踏まえ、「世界の記憶」の趣旨にふさわしい良質な案件を、積極的に発掘して「暫定一覧表」として
整理し、文部科学省として申請の後押しをする仕組みを整えてはどうか。

⑵ 今後の進め方（案）

➢ 「世界の記憶」の次期申請サイクルの審査が終了するまで（2025年秋まで）の間、国際統括官付において、体制
等の素案を検討。

➢ その後、「『世界の記憶』国内案件に関する審査委員会」において、同委員会との関係を含め検討を深め、2026年
度を目途に、「暫定一覧表」の作成に向けた作業を開始。

２．世界の記憶「暫定一覧表」の作成について

資料２－５

※日本ユネスコ国内委員会第13回文化・コミュニケーション小委員会
（令和７年３月４日開催 配布資料３「世界の記憶」について）より抜粋

世界の記憶「暫定一覧表」の作成について（案）



WGの定期的開催

（掲載案件、国内審査プロセス検討等）
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今後の進め方のイメージ（案）
※下記スケジュールは、過去の国際登録サイクルのスケジュールを踏まえたものであるとともに、暫定一覧表制度導入の詳細は、「世界の記憶」

国内案件に関する審査委員会において検討を行うことから、今後、変更があり得る。
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令和 7(2025)年度 文部科学省委託 ユネスコ未来共創プラットフォーム for 2030 
～UNESCOnnect～事業 「ユネスコ活動に関する調査研究（再委託）」 公募要領

【抜粋】

１．事業名
ユネスコ未来共創プラットフォーム for 2030 ～UNESCOnnect～事業「ユネスコ活動に関する調査研究（再委託）」

２．事業の趣旨
公益財団法人ユネスコ・アジア文化センター（ACCU）では、文部科学省からの委託を受け、「令和7(2025)年度ユネスコ未来
共創プラットフォーム for 2030 ～UNESCOnnect～事業」のうち（１）「ユネスコ未来共創プラットフォームの運営」を担当して
おります。 このたび、本事業の一環として、ユネスコ登録事業者等における主体的かつ継続的な取組を促進することを目的に、ユネ
スコ活動の活性化につながる教育・科学・文化等の各分野に関する調査研究の委託事業（文部科学省から委託を受けた当法
人からの再委託）を実施いたします。つきましては、令和7(2025)年度ユネスコ未来共創プラットフォーム for 2030 ～
UNESCOnnect～事業「ユネスコ活動に関する調査研究」の企画提案を以下の要領で受け付けます。

5. 委託対象経費、事業規模（予算）、及び採択数
委託対象経費：（略）
事業規模（予算）：各年度の計画額は 500 万円を上限とします。 （略）
採択数：6 件（予定）（略）

3. 委託対象事業
委託対象事業は、以下のテーマに関する調査研究とする。（別紙の具体例を参照すること）
＜テーマ＞
① ESD の推進
② ユネスコスクールの活動支援
③ 2023 ユネスコ教育勧告の国内普及
④ ユネスコエコパークの登録促進
⑤ ユネスコ「世界の記憶」暫定一覧表作成
⑥ ユネスコ活動の認知度向上

4. 委託対象期間（再委託事業実施期間）
契約日～業務が終了する日または令和 9(2027)年 3 月 31 日(水）（2 か年事業（予定））
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公募要領 別紙 【抜粋】

各テーマにおける調査研究の具体例

① ESD の推進
・持続可能な社会の担い手を育成するESDに関する教員研修の在り方に関する調査研究、モデル形成

② ユネスコスクールの活動支援
・ESD for 2030 推進のためのユネスコスクールと各地のユネスコ関連団体※
・ユネスコ登録 事業等の連携モデル形成
※想定される団体：ユネスコ協会・クラブ、ESD活動支援センター、ユネスコスクール支援大学間ネットワーク（ASPUnivnet）加盟大学等

・諸外国と日本のユネスコスクールに関する比較調査と日本における課題の分析
・ESD や SDGs をテーマとした教材開発及びユネスコスクールにおける試行的展開

③ 2023 ユネスコ教育勧告の国内普及
・2023 年11月のユネスコ総会において採択された「平和、人権、国際理解、協力、基本的 自由、グローバル・シチズンシップ及び
持続可能な開発のための教育に関する勧告」の国内普及に係る調査分析及び広報資料（パンフレット、説明動画等）の作成

④ ユネスコエコパークの登録促進
・我が国のユネスコエコパークの新規申請促進及びユネスコエコパークを通じた活動の活性化に関する調査研究（新規申請に係る阻
害要因の分析・特定、新規申請促進のための各ステークホルダーに対する提言の作成等）

⑤ ユネスコ「世界の記憶」暫定一覧表作成
・ユネスコ「世界の記憶」に国際（地域）登録された記録物及び他国における暫定一覧表関係制度の導入状況に関する調査分析、
ユネスコ「世界の記憶」暫定一覧表作成に向けた検討のための会議運営及び暫定一覧表案の準備、並びに日本における申請促進
につながる資料作成(広報資料等) 

⑥ ユネスコ活動の認知度向上
・日本のユネスコ加盟75 周年に際し、国内でのユネスコ活動の認知度を高めるための調査研究等
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